
























代表者 ：中部大学工学部教授宮島佐介氏

参加者：圏内73名，国外35名

d.対 象 ：湯川国際セミナー「標準模型から大統一理論へJ

1995年8月21日～25日 国立京都国際会館（京都市）において

金 額 ： 800,000円

代表者：京都大学基礎物理学研究所教授長岡洋介氏

参加者：国内174名，国外36名
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e.対 象：国際天文学連合シンポジウム No.174「星団の力学的進化一一理論と観

測の新展開」

1995年8月22日～25日 東京大学教養学部図書館内，視聴覚ホールにお

いて

金額： 800,000円

代表者：東京大学教養学部教授杉本大一郎氏

参加者：圏内25名，国外47名

f.対 象 ： BRS対称性・ 20周年記念国際シンポジウム

1995年9月18日～22日 京都大学数理解析研究所大講演室において

金額： 800,000円

代表者：京都大学数理解析研究所教授 中西裏氏

参加者：国内71名，国外14名

g.対象 ：TunnelingCharacteristics of Individual Surface Atoms 

1995年10月2日～4日 金沢工業大学酒井メモリアルホール（国際会

議場）において

金額： 800,000円

代表者：金沢工業大学電子工学科教授西川 治氏

参加者 ：圏内128名，国外14名

h.対象：「宇宙定数と宇宙の進化」国際会議

1995年10月24日～27日 東京大学山上会館において

金額 ：800,000円
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代表者：東京大学大学院理学系教授佐藤勝彦氏

参加者：国内119名，国外22名

i.対象：「場の量子論の新展開J

1995年12月14日～17日 大阪大学豊中キャンパス シグマホールにおいて

金額： 800,000円

代表者：大阪大学理学部教授糸山浩氏

参加者：国内167名，国外20名

j.対 象：東大国際シンポジウム「宇宙年代学と同位体地球科学J

1996年 1月17日～20日 東京大学山上会館において

金額： 800,000円

代表者：東京大学地震研究所教授兼岡一郎氏

参加者：国内120名，国外30名

(2) 研究者の海外派遣

本年度は下記の 3名を派遣しました。

東京大学理学部物理学科助手羽田野直道

研究目的：量子多体系の基底状態相転移

派遣先：ハーバード大学 Prof.Halperin 

横浜国立大学工学部講師武田淳

研究目的：一次元絶縁体の光誘起欠陥状態に関する分光学的研究，有機フォト

クロミック化合物の光誘起相転移現象の研究

．派遣先： M.I.T.Prof. K.A. Nelson 

茨城大学理学部物理助手西森拓

研究目的：砂地形の非線形動力学

派遣先： NielsBohr Institute 

(3）発展途上国研究者の来日研究の援助

本年度は下記の 2名に援助しました。

ベトナムフエ大学講師グエンチユンメ博 士

受け入れ担当東京大学工学部花村栄一教授



上海復旦大学表面物理学研究所胡長武博士

1994年10月からの継続

受け入れ担当 東北大学金属材料研究所粕谷厚生助教授

財団法人仁科記念財団寄附行為

第 1章総則

第 I条 この法人は，財団法人仁科記念財団という。

第 2条 この法人は，事務所を東京都文京区本駒込2丁目28番45号におく。

第 2章 目的および事業
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第3条 この法人は，故仁科芳雄博士のわが国および世界の学術文化に対する功績

を記念して，原子物理学およびその応用を中心とする科学技術の振興と学術文化の

交流を図り，もってわが国の学術および国民生活の向上発展，ひいては世界文化の

進歩に寄付することを目的とする。

第4条 この法人は，前条の目的を達成するために，次の事業を行う。

1. 原子物理学およびその応用に関する研究において，きわめて優秀な成果を収め

た者に対する仁科記念賞の授与

2. 原子物理学およびその応用に関する仁科記念講演会の開催

3. 原子物理学およびその応用に関する図書を蒐集公開する仁科記念文庫の経営

4. 原子物理学およびその応用に関する研究を行う研究機関および個人に対する仁

科記念奨励金の授与

5. 原子物理学およびその応用に関する研究を行う学者の招聴および海外派遣

6. 原子物理学およびその応用に関する知識の普及を目的とする出版物の刊行

7. その他前条の目的を達成するために必要な事業
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第 3章資産および会計

第 5条 この法人の資産は，次のとおりとする。

1. この法人設立の当初に仁科記念財団設立発起人会が寄附した別紙財産目録記載

の財産

2. 資産から生ずる果実

3. 事業に伴う収入

4. 寄附金品

5. 賛助会費

6. その他の収入

第6条 この法人の資産を分けて基本財産および運用財産の二種とする。

基本財産は，別紙財産目録のうち基本財産の部に記載する資産および将来基本

財産に編入される資産で構成する。

運用財産は，基本財産以外の資産とする。ただし，寄附金品であって寄附者の

指定あるものは，その指定に従う。

第 7条 この法人の基本財産のうち，現金は，理事会の議決によって確実な有価証

券を購入するか，または定期郵便貯金とし，もしくは確実な信託銀行に信託する

か，または定期預金として理事長が保管する。

第8条 基本財産は，消費し，または担保に供してはならない。ただし，この法人

の事業遂行上やむを得ない事由があるときは，理事会の議決を経，かつ文部大臣

の承認を受けて，その一部に限り処分し，または担保に供することができる。

第 9条 この法人の事業遂行に要する費用は，資産から生ずる果実および事業に伴

う収入等運用財産をもって支弁する。

第10条 この法人の事業計画およびこれに伴う収支予算は，毎会計年度の開始前に

理事長が編成し，理事会の議決を経て文部大臣に届け出なければならない。事業

計画および収支予算を変更した場合も同様とする。

第11条 この法人の決算は，会計年度終了後2箇月以内に理事長が作成し，財産目








































